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Ⅰ．はじめに
「食事をする」「入浴をする」「服を着替える」「排

泄をする」といった動作は，人間が生活を営む上

で基本的かつ不可欠な動作である．これら一連の

動作は，基本的日常生活活動（Basic Activities of 

Daily Living；BADL）動作と呼ばれる．日本リハ

ビリテーション医学会は，BADL 動作を「ひとり

の人間が独立して生活するために行う基本的な，

しかも各人ともに共通に毎日繰り返される一連の

身体動作群」と定義している 1）．

BADL 動作は，基本的かつ不可欠な動作である．

そのため，多くの高齢者は他者の介助を受けず

BADL 動作を 1 人で行うことができる．無作為抽

出した東京都内在住の在宅高齢者 6000 名の

BADL 動作の実施状況を調査した報告 2）によれば，

約 9 割の高齢者は，歩行，食事，更衣，入浴，

排泄の BADL 動作が自立していた．しかし，「自立

している」とは，他者の介助を受けていないこと

を示しているに過ぎず，BADL 動作を遂行する上

で問題が無いということを示しているわけではな

い．先行研究では，BADL 動作が自立して可能で

あるものの，動作遂行上，何らかの「困難感」を

伴う高齢者が存在することが報告されている 3）．

さらに，この BADL 動作に伴う困難感の訴え

は，生活機能の低下を示す兆候であることが報告

されている．Gill ら 4）は，72 歳以上の在宅高齢

者 1065 名を対象とし，6 種類の BADL 動作の実

施 状 況 か ら 対 象 者 を 3 群（ 介 助 群；6 種 類 の

BADL 動作の中で，1 つでも他者の介助を要する

動作がある，困難群；6 種類の BADL 動作を全て

1 人でできるが，1 つでも困難感を伴う動作があ

る，自立群；6 種類の BADL 動作を全て 1 人でで

き，かつ，困難感を伴う動作がない）に分け，3

群 間 で 手 段 的 日 常 生 活 活 動（Instrumental 

activities of daily living；IADL）動作能力，歩行

能力，そして社会活動能力が低下している対象者

の割合を比較した．その結果，自立群，困難群，

介助群の順番で，能力低下を示す対象者の割合が

有意に高まることを報告した 4）．同時に，Gill ら

はこの 3 群を 3 年間にわたり追跡調査し，自立群，

困難群，介助群の順番で累積施設入所率と累積死

亡率が有意に高まることも報告した 4）．

Gill らは，この調査結果を踏まえ，「自立度」

という 1 つの概念で BADL 能力を捉えるよりも，

「自立度」と「困難感」という異なる 2 つの概念
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BADL 動作を 1 人で実施することができる（自立

している）ものの，動作遂行上，何らかの「困難

感」を伴う高齢者に対して，その困難感を軽減す

るための介入・支援を行うことは少なくない．ま

た，要介護・要支援の認定を受けた要介護高齢者

を対象とする場合，BADL 動作の「自立度」が介

入・支援の焦点となることが多い．高齢者の

BADL 能力を，「自立度」と「困難感」という 2

つの異なる概念を相互補完的に組み合わせ 3 段

階［1．介助レベル（BADL 動作の実施に他者の

介助を必要とする），2．困難レベル（自立して

BADL 動作を実施できるが，動作遂行上の困難感

を伴う），3．自立レベル（自立して BADL 動作

が実施でき，かつ，動作遂行上の困難感を伴わな

い）］で表現することで，要介護高齢者から要介

護認定を受けていない健常高齢者まで，BADL 能

力の問題を層別化し，より幅広く高齢者の BADL

能力を表現することが可能となる（図 1）．

しかしながら，本邦で一般的に用いられている

Katz index5），Barthle index（BI）6），Functional 

independence measure（FIM）7） と い っ た BADL

能力指標は，「自立度」のみに着目し BADL 能力

を段階付けする指標である．筆者らの知る限り，

「自立度」と「困難感」の両面から BADL 能力の

を組み合わせて BADL 能力を捉えることにより， 

1 つの連続性をもってより幅広く BADL 能力を表

現することが可能となると考察している 4）．つま

り，「自立度」と「困難感」はそれぞれ異なる概

念であるものの，BADL 能力を捉える上で連続性

がある概念と考えることができる．例えば，「歩

行」は代表的な BADL 動作の 1 つである．加齢

や疾患に伴う機能低下が生じる以前の高齢者は， 

1 人で歩行が可能であり，歩行に伴う困難感も存

在しない．しかし，加齢や疾患に伴い徐々に機能

が低下してくると，1 人で歩行可能であるもの

の，歩行に伴う困難感が生じてくる．機能低下が

さらに進行すると，1 人で歩行ができなくなり他

者の介助が必要となる．このように「自立度」と

「困難感」という 2 つの異なる概念を相互補完的

に組み合わせることで BADL 能力という 1 つの

概念を表現し，単純に自立しているか否かだけで

はなく，自立しているものの「困難感が伴う」と

いう BADL 能力の低下の兆候を捉えることが可能

となり，高齢者の BADL 能力をより幅広く連続性

をもって捉えることが可能となる．

実際の医療・介護・福祉の現場において，要介

護・要支援の認定を受けていない高齢者（健常高

齢者）を対象とした地域保健活動等においては，

図 1　基本的日常生活活動能力の段階付けの違い

図の説明：
「自立度」と「困難感」という異なる 2 つの概念を組み合わせて BADL 能力を捉えることで、
1 つの連続性をもって BADL 能力を表現することができる
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含める BADL 動作についての検討が行われる際，

我々は次の 5 点について留意した．1）日本の生

活習慣を反映している BADL 動作である，2）季

節による影響を受けず，年間を通じて行われる

BADL 動作である，3）実行状況が性別による影

響を受けない BADL 動作である，4）「自立度」

と「困難感」を容易に判定できる BADL 動作であ

る，そして 5）短時間で評価できる新しい指標を

目指すため，評価項目に含める BADL 動作の数は

最小限とする．

以上の開発過程を経て，最終的に 14 項目の

BADL 動作が FIDS の評価項目として選抜された．

なお，FIDS 開発過程の詳細については，引用文

献 8）に示されている．

２．Functional Independence and Difficulty 

Scale

FIDS は，次の 14 項目の BADL 動作で構成され

ている 8）．これらは，1）ベッドからの起き上が

り動作，2）椅子からの立ち上がり動作，3）床

からの立ち上がり動作，4）上着を着る動作，5）

ズボンをはく動作，6）トイレの後にお尻を拭く

動作，7）お風呂で体を洗う動作，8）食事動作， 

9）歯を磨く動作，10）足の爪を切る動作，11）

ペットボトルのフタを開ける動作，12）屋内歩

行，13）屋外歩行，そして 14）階段昇降動作 

（表 1）である．

FIDS における「自立」と「困難感」の定義は，

次の通りである．「自立」は，他者の介助，または，

監視を受けていない状況（福祉用具や自助具の使

用の有無は問わない）である．また，「困難感」は，

BADL 動作を行う時に訴えられる，健康や身体の

問題に起因して生じる主観的な困難さである．

FIDS は，要介護高齢者から要介護認定を受け

ていない高齢者（健常高齢者）まで，地域で生活

する全ての在宅高齢者を対象としている尺度であ

り，BADL 動作の実行状況（している ADL）を評

価する尺度である．対象者は，過去１ヵ月の

BADL 動作の実行状況について，「自立度」に関

段階付けを行う BADL 能力指標は，本邦の高齢者

に対する医療・介護・福祉の実践活動や研究活動

において用いられていない．

以上のことから，我々は，高齢者の BADL 能力

を「自立度」と「困難感」の両面から評価する新

たな BADL 能力指標として，自立度と困難感によ

る 基 本 的 日 常 生 活 活 動 能 力 尺 度（Functional 

Independence and Difficulty Scale；FIDS） を 開

発し，その信頼性と妥当性について報告してき 

た 8 〜 12）．この FIDS は日本の在宅高齢者を対象と

した BADL 能力の尺度であり，信頼性や妥当性の

実証研究を行う際は，日本語で記載された FIDS

を用いた．しかし，これまでに公表された FIDS

に関連する研究論文は，全て国際誌に掲載されて

いるため，順翻訳と逆翻訳を経て英訳された

FIDS が論文に掲載されている．そのため，本邦

における実践活動や臨床活動においてこの FIDS

を活用することは，使用言語の観点から困難で

あった．そこで，我々は，本邦の高齢者に対する

実践活動や研究活動において FIDS を活用するた

めには，日本語で示された FIDS を和文の学術誌

に公開する必要性があると考えた．

以上より，本資料論文作成の目的は，我々がこ

れまでに報告してきた FIDS の開発過程，日本語

で記載された FIDS の質問紙の内容，そして FIDS

の信頼性と妥当性などの検証結果について紹介す

ることである．

Ⅱ．Functional Independence and 
Difficulty Scale の開発

１．開発過程

FIDS は，次の 2 段階の過程を経て開発された．

第 1 段階では，FIDS の評価項目に含める BADL

動作の候補（アイテムプール）が作成された．第

2 段階では，アイテムプールの中から FIDS に含

める BADL 動作を選抜するため，高齢者に対する

医療・介護・福祉の日本人の専門家が招集され，

対面式の討議と匿名性が担保された状況下での投

票がなされた．招集された専門家による FIDS に
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表 1　Functional Independence and Difficulty Scale （FIDS）
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３．在宅高齢者における基本的日常生活活動動作

の要介助と困難感の有訴率

我々は，FIDS を用いて，在宅高齢者における

BADL 動作の要介助と困難感の有訴率を調査し 

た 8）．対象者は，埼玉県志木市舘地区在住の 65

歳以上の在宅高齢者の中から，性・年齢別の人口

構成比に準じた層化無作為抽出法によって抽出さ

れた 1000 名である．調査方法には，郵送調査が

用いられた．その結果，1000 名中，593 名（男

性 312 名，女性 281 名，平均年齢 72.1 歳）か

ら有効回答が得られた．FIDS の質問 A に「はい」

と回答した場合，質問 B の回答内容に関わらず，

「介助を必要とする」と判定した．また，質問 A

に「いいえ」と回答し，かつ，質問 B「はい」と

回答した場合「自立しているが困難感を伴う」と

判定した．

図 2 に，FIDS の項目別による，要介助と困難

感の有訴率を示した．最も有訴率が高い動作は，

床からの立ち上がり動作であり，「介助を必要と

する者」の割合は 2.0％，そして「自立している

が困難感を伴う者」の割合は 7.8％であった．全

14 項目を通して，BADL 動作に介助を必要とす

る者の割合が 0.2 ～ 2.0％であったのに対し，

する質問（質問 A）と「困難感」に関する質問（質

問 B）の両方に回答する．質問 A と質問 B は，

二者択一で簡便に回答ができるように，「はい」

か「いいえ」で回答する形式となっている．

評価者は，14 項目の各動作について 1 点から

3 点を付与する．対象者が質問 A に「はい」と回

答した場合（介助か監視を必要とする場合），評

価者は 1 点を付与する．質問 A に「いいえ」と

回答し，質問 B に「はい」と回答した場合（自

立しているが，困難感が伴う），評価者は 2 点を

付与する．質問 A と質問 B の両方に「いいえ」

と回答した場合（自立し，困難感がない），評価

者は 3 点を付与する．そして，各項目に付与さ

れた得点の合計点が算出され，合計点の範囲は

14 点から 42 点となる．FIDS の合計点数が高い

ことは，「自立度」と「困難感」の 2 つの概念に

よって定義される BADL 能力が高いことを意味す

る．なお，質問 A に「はい」と回答した場合（介

助か監視を必要とする場合），質問 B への回答内

容に関わらず 1 点が付与されるため，質問 A に「は

い」と回答した場合は質問 B に対する回答は実

質的に不要となる． 

図 2　基本的日常生活活動動作の有訴率
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が，また相対信頼性の指標には，級内相関係数

（intra-class correlation coefficients；ICC） が そ

れぞれ用いられた．

その結果，検査間再現性の検証において，重み

づけのないカッパ係数は 0.46 ～ 0.92［平均値（標

準 偏 差 ） ＝ 0.66（0.15）］，ICC（1, 1） は 0.90

（p<0.001，95％信頼区間＝ 0.78 ～ 0.96）であっ

た．検者間再現性の検証において，重みづけのな

いカッパ係数は 0.41 ～ 0.77［平均値（標準偏差）

＝ 0.64（0.10）］，ICC（2, 1）は 0.97（p<0.001，

95％信頼区間＝ 0.96 ～ 0.99）であった．

以上の結果から，FIDS は，概ね満足できる一

致度と，個々の対象者への臨床応用可能な良好な

相対信頼性を有していることが示された．

２．妥当性

（１）併存妥当性

我々は，FIDS と他の指標（外部指標）を同時

に測定した場合の両者の関連性，すなわち，FIDS

の併存妥当性について検証した 10，11）．

外部指標には，運動機能の指標（筋力やバラン

ス能力，歩行能力），代表的な生活機能の指標で

ある BI6）と老研式活動能力指標 13），そして健康

関連 Quality of Life（健康関連 QOL）の指標であ

る Medical Outcomes Study Short Form 8 Health 

Survey 日本語版（日本語版 SF-8）を用いた．妥

当性の指標には，性と年齢を調整したスピアマン

偏順位相関係数を用いた．妥当性の検証の詳細は

引用文献 10，11）に示されている．

表 2 に併存妥当性の検証結果を示した．FIDS

と，運動機能・生活機能・健康関連 QOL（身体

的側面）の各指標との間に有意な偏相関関係が認

められた．以上より，FIDS は，これらの指標に

対する併存妥当性を有することが示された．

（２）予測妥当性

我々は，FIDS の合計点と，将来発生する健康

上の問題との関連性，すなわち，FIDS の予測妥

当性を検証した 12）．調査方法は，ベースライン

調査と 2 年後の追跡調査から構成される縦断研

BADL 動作は自立しているが困難感を伴う者の割

合は，0.8 ～ 7.8％であり，BADL 動作の「自立

度」の問題よりも，「困難感」の問題を抱えてい

る在宅高齢者の数が多いことを示していた．この

ような疫学的知見が得られたことは，「自立度」

と「困難感」の両面の問題を評価対象とする

FIDS の特徴を反映していると考えられた．

Ⅲ．Functional Independence and 
Difficulty Scale の信頼性と妥当性

１．信頼性

（１）内的整合性

我々は，先述の郵送調査で有効回答が得られた

593 名（男性 312 名，女性 281 名，平均年齢

72.1 歳）を対象とし，FIDS の内的整合性につい

て検証した 8）．内的整合性の指標には，クロンバッ

ハのα係数を用いた．その結果，クロンバッハの

α係は 0.92 であり，FIDS は，良好な内的整合性

を有している指標と考えられた．

（２）再現性

我々は，1 人の検者が，FIDS を 2 回測定した

場合の再現性（検査間再現性），ならびに，2 人

の検者が，それぞれ独立して FIDS を測定した場

合の再現性（検者間再現性）の検証を行った 9）．

測定方法には，検者が対象者に面接をしながら採

点を行う他記式を用いた．

検証を行った内容は，FIDS 各項目における評

価の一致度の検証，ならびに，FIDS の合計点に

関する相対信頼性・絶対信頼性である．本報告で

は，紙面の都合上，一致度の検証結果と相対信頼

性の検証結果について示す．絶対信頼性の結果な

ど詳細については，引用文献 9）に示されている．

対象者は，65 歳以上の在宅要介護高齢者 47

名（検査間再現性の検証：22 名（男性 8 名，女

性 14 名，平均年齢 84.1 歳），検者間再現性の検

証：25 名（男性 11 名，女性 14 名，平均年齢

79.1 歳））であった．検者は，3 年以上の臨床経

験を有する理学療法士 3 名であった．

一致度の指標には，重みづけのないカッパ係数
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３．その他の尺度特性―天井効果―

ある尺度を用いて何らかの測定を行った時，尺

度が最高得点を示すことを天井効果という．天井

効果が発生すると，個体間の差異や固体内の変化

（介入前後の変化，時間経過による変化など）が

表現できなくなる．そのため，天井効果は望まし

くない現象の 1 つである．

この天井効果の発生率について，我々は，FIDS

と BI で比較した 10）．対象者は，要介護認定を受

けていない健常高齢者 225 名（男性 99 名，女

性 126 名，平均年齢 76.0 歳）と要介護認定を受

けている要介護高齢者 89 名（男性 40 名，女性

49 名，平均年齢 80.5 歳）であった．対象者を生

活機能ごとに分類し，天井効果が発生した対象者

の割合を算出した（表 3）．その結果，FIDS は BI

と比較して，天井効果の発生率が低い値を示し

た．この結果は，BI は BADL 動作の「自立度」

のみを測定範囲としているのに対して，FIDS は

BADL 動作の「自立度」と「困難感」の両面を測

究デザインを用いた．ベースライン調査の参加者

は，225 名の要介護認定を受けていない地域在

住の健常宅高齢者であった．ベースライン調査で

は，一般属性と共に FIDS の合計点が調査された．

2 年後の追跡調査では，「IADL 能力の低下」なら

びに「過去 1 年間における 2 回以上の転倒の有

無」について問診法により調査された．調査内容

の詳細については引用文献 12）に示されている．

2 年後の追跡調査において 140 名（男性 56 名，

女性 84 名，平均年齢 74.0 歳）から有効回答が

得られた．多変量解析の結果，ベースライン調査

における FIDS の得点が高いことは，2 年後の

IADL 能力低下（オッズ比 0.745，95％信頼区間

＝0.568−0.978）と過去 1 年間における 2 回以

上の転倒の発生（オッズ比 0.657，95％信頼区

間＝0.489−0.883）を有意に抑制することが明

らかとなった．以上より，FIDS は，将来発生す

る健康上の問題に対する予測妥当性を有すること

が示された．

表 2　Functional Independence and Difficulty Scale と各指標の間の偏相関関係
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に，困難感や要介助が発生している原因分析など

を併用することが肝要と考える．

最後に，FIDS の妥当性の検証結果を概観する

と，要介護認定を受けた要介護高齢者を対象とし

た場合，運動機能や生活機能と中等度の強さの正

の偏相関関係が認められており，FIDS の妥当性

を支持するデータが示されている．ただし，生活

機能の外部基準として用いた BI は，「できる

ADL」を評価する BADL 能力の指標であり，「し

ている ADL」を評価する FIDS とは測定概念に相

違がある．「している ADL」を測定概念とする

FIM との妥当性を検証する作業が必用である．ま

た，要介護認定を受けていない健常高齢者を対象

とした場合，生活機能との相関関係は弱く，また，

知的能動性・社会的役割といった個々の高次生活

機能や運動機能との相関関係にいたっては検証が

なされていない．つまり，要介護認定を受けてい

ない健常高齢者を対象とした妥当性の検証は不十

分な状況であることに留意する必要がある．

以上のような検討課題は存在しているものの，

FIDS は「自立度」と「困難感」の両面から BADL

能力を捉えるという既存の BADL 能力尺度とは異

定範囲としており，両者の測定範囲の差異によっ

て生じたと考えられた．

Ⅳ．Functional Independence and 
Difficulty Scale の活用と課題

FIDS は，本邦の在宅高齢者を対象として信頼

性と妥当性が先行研究において実証された尺度で

あり，介入効果を検証するアウトカム尺度，なら

びに，ハイリスク集団を早期発見するためのスク

リーニング尺度としての活用が期待される．その

一方で，いくつかの課題も残されている．

まず，FIDS の採点方法について，現時点では，

「他記式」における信頼性は実証されているもの

の，「自記式」における信頼性は実証されていな

い．そのため，「自記式」における信頼性が実証

されていない現時点において，「自記式」での

FIDS の使用は推奨されない．

また，FIDS の得点の解釈について，仮に合計

得点が同じであっても，得点の内訳が対象者に

よって異なる可能性がある．実際の医療・介護・

福祉の現場において FIDS を活用する場合は，合

計得点のみならず，得点の内訳の精査，ならび

表 3　生活機能別の Barthel Index と Functional Independence and Difficulty Scale
における天井効果の出現率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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なるコンセプトで開発された新しい BADL 能力尺

度である．今後さらなる検証作業を重ね，FIDS

が高齢者に対する医療・介護・福祉などの実践活

動や研究活動にとって有用な尺度として活用され

ることを我々は期待している．
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